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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社グループは、「計測と制御を通じて”安全と安心”の提供で社会に貢献する”技術創造企業”」を企業理念とし、顧客、株主、取引先、従業員
などのすべてのステークホルダーとの良好な信頼関係を保ちながら、応力計測を通じて”安全と安心”を提供することで社会の発展に貢献できる
企業を目指しております。

　当社は変化の激しい経営環境において迅速かつ適切な意思決定を行うべく、執行役員制度を導入しております。

取締役会が経営の意思決定機関として重要事項を決定し、その執行と業務管理は原則として常務会および執行役員会が担っております。

　経営に対する監査・監督機能としましては、社内出身者1名と社外取締役2名により構成される監査等委員会を設置しております。

監査等委員は取締役会ほか重要会議に出席して経営の透明性・適法性を高める役割を担うとともに、当社の各業務部門等の監査を通じて、取締
役および執行役員の業務執行状況のモニタリングにあたっております。

　さらに社長直属の組織として内部監査室を設置し、年度の監査計画に基づいた社内監査を行い、業務執行の適正化をはかっております。

　なお、当社はコーポレート・ガバナンスについて、下記に掲げる条項の実現に努める事で、その実効性を高める事が出来ると考えており、当社の
事業内容、規模を考慮しつつ、常に最適な体制整備を実施します。

　１．株主権利の実質的な平等性の確保

　２．株主以外のステークホルダーとの適切な協働

　３．株主対話を踏まえた適切かつ有用な情報開示

　４．取締役会等の然るべき責務の履行

　５．株主との建設的な対話

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則 1-2-4】

当社は、議決権の電子行使については、費用等の観点から実施を見送っております。

また、招集通知の英訳についても、外国人株式保有比率が低い点から、実施しておりません。

なお、今後の外国人株式保有比率の推移等を踏まえて、これらの施策を実施するかを継続的に検討してまいります。

【原則 1-4】

当社は、純投資目的以外の目的で保有する株式の保有意義を、良好な取引関係の維持、商圏の拡大、波及効果への期待と捉え、

株式を保有することは当社の中長期的な企業価値の向上につながるものと考えております。

したがって、当社は、取締役会において、毎年、全ての政策保有株式について、上記に掲げる保有意義の確認を行い、

保有意義がないと判断した政策保有株式については、売却いたします。

2019年以降の保有意義の確認に当たっては、個別銘柄ごとに、資本コストを考慮しつつ、

保有によって得られるメリットや保有継続に伴うリスク等を総合的に勘案して検証いたします。

政策保有株式の議決権行使については、投資先企業の経営方針・戦略等を十分尊重したうえで、

当社の中長期的な企業価値の向上に資するか否かを十分に審議の上、

議決権行使助言会社や資産運用会社等の基準を参照しつつ、行使することとしております。

【補充原則 3-1-2】

当社においては外国人株式保有比率が低い為、費用等の観点から、英語での情報の開示・提供を実施しておりません。

今後、外国人株式保有比率の推移を勘案して、必要に応じて実施を検討いたします。

【補充原則 4-1-3】

当社は、最高経営責任者等の後継者計画を明文化して保有してはおりません。

後継者育成プログラムについて、「取締役人事・報酬等諮問委員会」の検討事項として、議論を重ねてまいります。

【補充原則 4-2-1】

当社の業務執行取締役の報酬制度は、固定的な報酬である基本報酬、短期的業績を反映した賞与、

在任期間や期間中の役位および貢献を反映した退職慰労金によって構成されております。

中長期的な業績と連動する報酬や自社株報酬は導入しておりませんが、役員持株会等で自社株の取得を奨励しており、

実際に全ての業務執行取締役が自社株を保有していることから、中長期的な業績貢献へのインセンティブは働いていると考えております。

株式報酬制度の導入について、継続的に検討しておりますが、上記によるインセンティブを保有している事や、

株式報酬とする事で却って短期的業績を偏重してしまう可能性がある事、導入に伴う費用等を総合的に勘案し、

現時点では導入をしておりません。

今後も、当社にとっての望ましい報酬制度のあり方について、経営環境の変化を踏まえ、多面的に研究してまいります。



【補充原則 4-3-2】

当社は、当社における業務執行の最高責任者となる代表取締役に関し、明文化された選解任の基準と手続きを保持しておりません。

今後、後継者計画の整備を進める中で、代表取締役の選解任に関する議論も進めてまいります。

【補充原則 4-3-3】

当社は、当社における業務執行の最高責任者となる代表取締役に関し、明文化された選解任の基準と手続きを保持しておりません。

今後、後継者計画の整備を進める中で、代表取締役の選解任に関する議論も進めてまいります。

【原則 4-11】

当社の取締役会は、当社の事業領域に関して、営業、技術といった職能ごとに知識と経験を持つ社内出身者と、

経営経験もしくは経営理論・法律・財務会計などの専門的知識を有しており、

取締役会全体としての見識の向上に資することが期待される社外出身者にて構成することを基本的な方針としております。

今後の事業展開を踏まえ、多様性を考慮の上で、取締役会を構成していくことを検討してまいります。

現在、取締役会の人員は、9名であり、上記の方針に則った上で、迅速な意思決定ができる適正な規模と考えております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則 1-7】

当社の取締役会規則にて、取締役が競業取引または利益相反取引を行う場合は、

事前にその取引について取締役会および監査等委員会において承認を得るとともに、

事後的にその重要な事実を取締役会において報告することになっております。

また、役員就任期間中、取締役本人および近親者、または取締役本人および近親者の所有会社と、

当社および当社の連結子会社との間に取引が無かったことを確認しております。

【原則 2-6】

当社は、企業年金のアセットオーナーとして期待される役割を果たすため、

人事部門の部門長など適切な知見を持った人材が、年金資産運用状況と運用機関の活動内容を定期的に確認したのちに、

経営管理担当取締役に報告することで、モニタリングとしております。

また、当社と企業年金の受益者との間に生じ得る利益相反については、

加入者および受給者の利益が毀損されることの無いように、常に適切に管理しております。

【原則 3-1】

(1)(2)

本報告書の「１コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報」の

「１．基本的な考え方」に記載しておりますので，ご参照ください。

経営戦略及び経営計画については、当社webサイト上の決算説明会資料に掲載しております。

(http://www.kyowa-ei.com/jpn/ir/library/presentation/index.html)

(3)

（監査等委員を除く取締役）

監査等委員を除く取締役の報酬は、基本報酬、賞与、退職慰労金によって構成されております。

基本報酬は、会社業績のほか、本人の役位および業績評価を勘案し、取締役会で定める一定の基準に従って決定しております。

賞与は、当年度の予想税引前当期純利益に対する一定割合を支給限度額として、取締役会決議にて決定しております。

なお、基本報酬及び賞与の合計額については、株主総会決議により報酬限度額を定めております。

退職慰労金は、贈呈を実施する事およびその具体的金額・贈呈時期・方法等を当社の定める一定の基準に従い取締役会に一任する事を、

株主総会にて決議しています。

上に示した報酬の決定プロセス全般につき、「取締役人事・報酬等諮問委員会」が社長の諮問に応じて助言・提言を行う事としております。

（監査等委員の取締役）　

監査等委員の報酬は、基本報酬のみによって構成され、監査等委員の協議により決定しております。

報酬の合計額については、株主総会決議により報酬限度額を定めております。

(4)

以下の基準によって、取締役候補者を取締役会で決議の上、株主総会に付議します。

取締役会は決議に当たり、監査等委員会より意見がある場合は、その意見を考慮することとし、

監査等委員である取締役候補の指名に当たっては、事前に監査等委員会の同意を得ることとしております。

（選任基準）

　・基本的資質として、優れた人格、良好な健康状態及び高いコンプライアンス意識を有していること

　・監査等委員ではない取締役(社内出身者)の場合は、当社への貢献度および職能別の知識・経験につき、相応の水準にあること

　・監査等委員ではない取締役(社外出身者)の場合は、経営理論・法律・財務会計などに関する専門的知識を持つこと

　・監査等委員の場合、監査等委員として適切な経験・能力及び財務・会計・法務に関する知識が十分に備わっていることに加え、

　 社内出身者の場合は当社事業領域への深い知見を持つこと、

　 社外出身者の場合は経営理論・法律・財務会計などに関する専門的知識を持つこと

（解任基準）

　・内規に基づき業績達成・職務執行状況を勘案した結果、著しく評価が劣る場合

　・公序良俗に反する行為を行った事実が確認された場合

　・選任基準を満たす事が出来なくなった場合

上に示した取締役候補者の決定プロセス全般につき、「取締役人事・報酬等諮問委員会」が社長の諮問に応じて助言・提言を行う事としておりま



す。

(5)

個々の選解任・指名理由については、定時株主総会における株主総会招集通知等にて開示いたします。

【補充原則 4-1-1】

当社の取締役会は、法令に定める事項のほか、株主総会決議により委任を受けた事項並びに

定款及び取締役会規則において定めた取締役会での決議事項について、決議を行っています。

各取締役の職務執行に係る権限の範囲は、重要性に応じ、社内規定において定めており、

その職務執行の管理は、原則として毎週１回開催される常務会が担っております。

常務会決議事項の代表的な例といたしましては、販売、生産、技術、投資、新製品開発に関する重要事項等が挙げられます。

【原則 4-9】

当社は、社外取締役の選任にあたっては、東京証券取引所の独立役員に関する判断基準等を参考にしております。

【補充原則 4-11-1】

当社の取締役会は、当社の事業領域に関して、営業、技術といった職能ごとに知識と経験を持つ社内出身者と、

経営経験もしくは経営理論・法律・財務会計などの専門的知識を有しており、

取締役会全体としての見識の向上に資することが期待される社外出身者にて構成することを基本的な方針としております。

今後の事業展開を踏まえ、多様性を考慮の上で、取締役会を構成していくことを検討してまいります。

現在、取締役会の人員は、9名であり、上記の方針に則った上で、迅速な意思決定ができる適正な規模と考えております。

【補充原則 4-11-2】

当社は、取締役の兼職が、合理的な範囲にあり、当社取締役としての役割・責務を果たす上で問題がない事を確認しております。

なお、取締役及びその候補者の重要な兼職の状況については、

本報告書、株主総会招集通知、有価証券報告書等の開示書類にて毎年開示いたします。

【補充原則 4-11-3】

当社は2019年2月に、取締役会の構成や運営等につき、

監査等委員を含む全取締役を対象にしたアンケートによる実効性評価を実施いたしました。

回答内容を分析・評価し、当社取締役会は、基本的に十分な実効性を持って機能している事を確認いたしました。

一方で、今後の検討課題も出されておりますので、検討・対応を進める事で、取締役会の実効性が一層向上するよう取り組んでまいります。

【補充原則 4-14-2】

当社の取締役に対するトレーニング方針は以下の通りです。

(1)新任の取締役は、当社の事業・財務・組織等に関する研修、

　 および取締役に求められる役割と責務（法的責任を含む）についての講習を受ける。

(2)新任の社外取締役は、(1)の内容に加え、当社グループの主要拠点・事業所の視察等を通して、当社グループへの理解を深める。

(3)取締役は、毎年外部セミナー等により、取締役としての職務遂行上必要となる法令知識・財務会計知識の習得・更新を行う。

(4)発生する費用は、当社が負担し、毎年、取締役会にて活動実績について報告する。

【原則 5-1】

当社の株主対話についての方針は以下の通りです。

(1)当社のIR活動全般について、経営管理業務担当の取締役が統括いたします。

(2)当社のIR活動については、企画・経理部が担当しており、必要な情報の共有など関係部署と積極的に連携をとっております。

(3)当社は、個別面談以外の株主対話の手段として、機関投資家の皆様に対しては、定期的に説明会を実施しております。

　 また、個人投資家の皆様に対しては、不定期ではありますが年数回の説明会を実施しております。

　 その他、自社webサイトに財務・業績データ、事業内容、説明会資料などを適宜掲載しております。

(4)株主から頂いた重要な質問・意見は取締役、経営陣幹部への報告事項といたします。

(5)当社は、インサイダー情報の管理にあたって、「内部情報管理および内部者取引に関する規則」を策定し、情報管理の徹底を図っています。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2,732,000 9.87

共和電業従業員持株会 2,027,149 7.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,524,600 5.51

共和協栄会 1,278,100 4.62

株式会社みずほ銀行 850,278 3.07

株式会社ニッカトー 814,920 2.94

株式会社チノー 711,000 2.57

富国生命保険相互会社 650,000 2.35

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 550,000 1.98



日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口５) 441,100 1.59

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

以下に示す主体より、大量保有報告書の変更報告書が提出され、公衆の縦覧に供されております。

これらの記載内容につき、当社として当会計期間末現在における実質所有株式数を確認できていないため、

上記大株主の状況は、当会計期間末現在の株主名簿に基づき記載しています。

　・株式会社みずほ銀行およびその共同保有者（2019年1月10日提出）

　・株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループおよびその共同保有者（2018年4月16日提出）

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 電気機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

青栁裕史 他の会社の出身者 △

和田敏 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

青栁裕史 ○ ○

2009年3月まで、主要な取引先であるみず
ほ信託銀行に在籍しておりました。

その後は当社と直接取引関係のない企業
に在籍しております。

当社グループとして、同行に対して130百
万円の借入金があります。

また、同行は当社の株式事務代行機関で
あります。

なお、同行は当社株式を保有しておりませ
ん。

青栁裕史氏は、金融機関における豊富な経験
と知見を有しており、中立・公正な立場により社
外取締役としての役割を果たして頂いているた
め、2017年より独立役員に指定しております。

当社は同氏が過去在籍しておりましたみずほ
信託銀行に対して借入があるものの、総資産
全体から見た借入金比率は低く、また複数の
金融機関と取引もしていることから、同行への
依存度はごく僅少と考えております。

以上より、一般株主と利益相反が生じるおそれ
がないと判断できるため、独立役員の指定を継
続いたします。



和田敏 ○ ○

2011年6月まで取引先である山形銀行に
在籍しておりました。

その後は、当社と直接取引のない業界団
体に所属しております。

当社グループとして、同行に対して412百
万円の借入金があります。

また、同行は当社株式を20万株保有して
おります。

和田敏氏は、金融機関における豊富な経験と
知見を有しており、中立・公正な立場からその
役割を果たして頂くことが期待できることから独
立役員に指定致しました。

当社は同氏が過去在籍しておりました山形銀
行に対して借入があるものの、総資産全体から
見た借入金比率は低く、また複数の金融機関
と取引もしていることから、同行への依存度は
ごく僅少と考えております。

また、同行は当社株式を保有しているものの、
持ち株比率としてはごく僅少であり、当社に与
える影響もわずかであると認識しております。

以上より、一般株主と利益相反が生じるおそれ
がないと判断できるため、独立役員として指定
いたします。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

常勤の監査等委員を確保している事および、内部監査部門である内部監査室との連携・情報交換体制が機能している事により、現在は監査等委
員会の職務を補助すべき使用人を設置しておりません。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と会計監査人は年度監査計画に基づき、監査業務報告等の定期的な打合せを行い、相互に連携の強化をはかっております。ま
た、監査等委員会と内部監査部門である内部監査室は定期的に情報交換を行い、相互に連携し各業務執行状況の適正性等を監査し、報告・提
言を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する

任意の委員会の有無
あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

取締役人事・報酬等
諮問委員会

4 0 2 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

取締役人事・報酬等
諮問委員会

4 0 2 2 0 0
社内取
締役

補足説明

当社は、取締役候補者の指名および報酬等に関する決定プロセスの透明性を高め、

当社におけるコーポレートガバナンスを強化する事を目的に、

任意の委員会として、「取締役人事・報酬等諮問委員会」を設置しております。



当委員会は、委員長を含め3名以上の委員で構成し、その半数以上を社外取締役とする事としております。

委員長は代表取締役社長が務める事としております。

当委員会は、取締役候補者の指名・取締役の報酬・取締役の報酬制度設計等を中心とした、

指名・報酬に係る事項につき、社長の諮問に応じて、助言・提言を行います。

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員は、全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

実施していない

該当項目に関する補足説明

業績連動型報酬やストックオプション制度等の、取締役へのインセンティブ付与となる施策を導入していない理由は以下の通りです。

・取締役(監査等委員である取締役を除く)の賞与については、

　当年度の予想税引前当期純利益に対する内規で定めた一定割合を支給限度額として、

　取締役会決議により決定しており、短期的業績への動機づけとして機能している事。

・役員持株会等で自社株の取得を奨励しており、実際に全ての業務執行取締役が自社株を保有していることから、

　中長期的な業績貢献へのインセンティブは働いている事。

なお、監査等委員の報酬につきましては、その期待される役割からインセンティブ付与となる報酬制度を導入しておりません。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書に全取締役の総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

2018年度に支払った報酬等の総額は以下の通りであります。

取締役10名　166,977千円

注1.報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

注2.報酬等の額には、期間費用として引当金計上した役員賞与30,000千円が含まれております。

注3.報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当事業年度増加額21,663千円が含まれております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役に関するサポートは基本的に取締役会事務局が担当しておりますが、必要に応じ関係部門が対応しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】



元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

星淑夫 相談役
・相談要請に応じた経営への助言

・業界団体等における社外活動

非常勤

報酬有
2017/3/30 1年更新

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 1 名

その他の事項

当社は、取締役会の定める「相談役委嘱内規」に基づき、代表取締役経験者を対象として、取締役会の決議により相談役を委嘱する場合がありま
す。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社のコーポレートガバナンス体制の概要は以下の通りです。

（業務執行）

経営の意思決定・監督機能と業務執行を分離することで意思決定の迅速化・効率化をはかるとともに、業務執行責任を明確化し、グローバル化・
複雑化する事業環境に柔軟に対応することを目的として、執行役員制度を導入しています。業務執行においては、常勤役付取締役ならびに代表
取締役社長の指名する取締役および執行役員により構成される常務会、執行役員により構成される執行役員会を定期的に開催し、取締役会の
決議事項の執行と業務管理にあたります。

（監査・監督）

原則として毎月1回定例開催される取締役会および必要に応じて開催される臨時取締役会において、法令および定款に定める事項、経営に関す
る重要事項、重要なる業務執行に関する事項について決定するほか、業務執行の状況を監督しております。

また、社外取締役2名を含む監査等委員会（計3名）が、内部監査部門と連携を取りながら、業務執行取締役以下の各業務執行部門の監査・監督
にあたります。なお、当社は監査等委員である取締役3名との間で会社法425条第1項の最低責任限度額を当社に対する責任限度とする責任限定
契約を締結しています。

会計監査につきましては、会社法及び金融商品取引法に基づき、新日本有限責任監査法人より所定の監査を受けております。

（指名・報酬決定）

役員の指名については、監査等委員会の意見を考慮しつつ、取締役会が候補者を決議することとします。

なお、監査等委員である取締役候補の指名に当たっては、取締役会は監査等委員会の同意を得ることとしております。

取締役の報酬の決定につきましては、株主総会で決議された報酬額の範囲内において、取締役（監査等委員である取締役を除く）の場合は、業
績などを勘案しながら取締役会で定める一定の基準に従って決定し、監査等委員の場合は、監査等委員の協議により決定しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

取締役会の監督機能とコーポレート・ガバナンス体制の強化を図るとともに、権限委譲による迅速な意思決定と業務執行により、経営の健全性と
効率性を高めることを目的として、監査等委員会設置会社へと移行しました。

監査等委員のうち、独立役員に指定する社外取締役2名は、当社に対して客観的かつ中立な立場である事から、経営に対する監督機能を強化す
る役割を担っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

その他
第72期定時株主総会においては、開催日の3週間前にウェブサイト上に招集通知を掲載
いたしました。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社Webサイトにて公表しております。URLは以下の通りです。

https://www.kyowa-ei.com/jpn/ir/management/diclosure.html

個人投資家向けに定期的説明会を開催
明確な実施時期を決めてはおりませんが、原則として年数回の個人投資家向
け説明会を実施しております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

毎年2回半期と通期の決算後に開催しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
当社Webサイトに掲載しております。URLは以下の通りです。

（https://www.kyowa-ei.com/jpn/ir/index.html）

IRに関する部署（担当者）の設置 企画・経理部が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
2005年6月ISO14001の認証を取得し、当社で定めた環境方針に基づいて生産や製品開発
その他業務全般にわたって省資源・省エネルギー活動に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は取締役会において、内部統制システムの基本方針について以下の通り決議しています。

１．当社ならびに当社の子会社（以下「当社グループ」という）の取締役、執行役員その他これらの者に相当する者（以下「取締役等」という）および
使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

（１）当社は、社是、信条、企業理念ならびに経営の基本方針を示す「当社の企業倫理と行動基準」を制定し、当社グループの取締役等および使用
人に法令と社会倫理の遵守を企業活動の原点とすることを周知徹底する。

（２）当社は、コンプライアンスを体系的に規定するコンプライアンス基本規定を取締役会にて定める。

（３）代表取締役社長は、コンプライアンス・リスク管理全体の統括責任者を任命し、コンプライアンス体制の構築、維持・整備にあたる。

（４）当社は、コンプライアンス全体を統括する組織としてコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、コンプライアンスに係わる実行計画を策定
する。またその下部組織に当社各部門の代表者および子会社の代表者で構成されるコンプライアンス担当者会議を設置し、実行計画に基づくコ
ンプライアンス教育の実施、コンプライアンス違反の有無の確認、他社事例の研究等、問題点の把握と改善に取り組む。コンプライアンス統括部
署は法務・コンプライアンス室とする。

（５）統括責任者は、定期的に当社グループのコンプライアンス体制整備についてレビューし、その結果を常務会、取締役会に報告する。

（６）当社グループは、取締役等および使用人が企業倫理・行動基準に違反する行為やその疑いのある行為を発見した場合に直接通報・相談する
ことができるホットラインを設置する。会社は通報内容を秘守し、通報者に対し不利益な扱いは行わない。

２．取締役の職務執行に係わる情報の保存および管理に関する体制

（１）取締役は、職務の執行に係わる以下の重要な文書および重要な情報を、社内規定に基づき担当職務に従い適切に保存し管理する。

　・株主総会議事録と関連資料

　・取締役会議事録と関連資料

　・取締役が主催するその他の重要な会議の記録および関連資料

　・稟議書等、取締役を決定者とする決定書類および付属書類

　・その他取締役の職務執行に関する重要な文書

（２）取締役は、常時これらの文書等を閲覧できるものとする。

（３）上記に定める文書の保管期限は、法令に別段の定めのない限り、社内規定の定めるところによる。

３．当社グループの損失の危険に関する規定その他の体制

（１）当社は、リスク管理を体系的に規定するリスク管理基本規定を取締役会にて定める。

（２）代表取締役社長は、コンプライアンス・リスク管理全体の統括責任者を任命し、リスク管理体制の構築、維持・整備にあたる。

（３）当社は、リスク管理全体を統括する組織としてコンプライアンス・リスク管理委員会を設置し、リスク管理に係わる実行計画を策定する。またそ
の下部組織に当社各部門の代表者および子会社の代表者で構成されるリスク管理担当者会議を設置し、実行計画に基づき、リスクの洗い出し、
リスクの評価、重点管理リスクの軽減等に取り組む。

（４）統括責任者は、コンプライアンス・リスク管理委員会を定期的に開催し、当社グループのリスク管理の体制整備についてレビューを行い、その
結果を常務会、取締役会に報告する。

（５）不測の事態が発生した場合は、経営危機管理規定に従い、代表取締役社長の指揮下に緊急対策本部を設置し、迅速・適切な対応を行い、損
害の拡大を防止する体制を整える。

４．当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社は、取締役会を原則毎月開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督等を行う。

（２）当社は、取締役会の機能を強化し経営効率を向上させるため、常務会および執行役員会を定期的に開催し、業務執行に関する基本的事項
および重要事項について報告するとともに機動的に意思決定を行う。

（３）業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ、当社で中期経営計画および年度事業計画を作成し、当社グループの目標を設定する。ま
た、当社の子会社管理部門より各子会社へ当該計画を周知徹底し、各子会社は当該計画に基づいて事業計画等を作成する。

（４）各部門担当取締役等は、方針管理規定に基づき事業年度の目標達成に向け具体的な実行計画を作成し、実行を推進する。

５．当社および当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社が定める「当社の企業倫理と行動基準」は、当社グループ共通の業務運営方針を定めたものであり、これを基本にして当社グループ各社
が諸規定を定めるものとする。

（２）当社は、子会社に役員を配置し、子会社が当社の経営方針に沿って適正に運営されていることを確認する体制をとる。

（３）当社は、子会社の経営についてはその自主性を尊重する。一方、子会社は、当社に事業内容、財務内容を定期的に報告し、業務上重要事項
が発生した場合は都度報告し、重要案件については事前協議を行うこととする。

６．監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

（１）当社は、監査等委員会の職務を補助すべき取締役は置かない。

（２）当社は、監査等委員会が職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査等委員会と協議の上、必要な知見を持った使用人を置くこと
とする。

７．前項2号の使用人に対する取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項および当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項

（１）前項にいう監査等委員会の職務を補助するためにする事務について、監査等委員会は、指示により事務内容について使用人に守秘義務を
課すことができる。

（２）監査等委員会が指定する補助すべき期間中は、任命された使用人への指揮権は監査等委員会に移譲されたものとし、取締役（監査等委員で
ある取締役を除く）からの独立性を確保する。

（３）監査等委員会が指定する補助すべき期間中における、任命された使用人の人事評価および異動は、監査等委員会の意見を尊重して決定す
る。

８．当社グループの取締役等および使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制および監査等委員会への報告をした者が当該報告をし



たことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

（１） 当社グループの取締役等および使用人は、法令等の違反行為等、当社グループに重大な損害を及ぼすおそれのある事実を発見次第、速や

かに当社各部門の代表者および子会社の代表者もしくはコンプライアンス統括責任者に報告するものとする。

報告を受けた者は、報告の内、以下に定める事項について、監査等委員会に対して報告を行う。

　・会社の業績に大きな影響を与える事項

　・会社の信用を大きく低下させる事項

　・法令、定款、「当社の企業倫理と行動基準」への違反で重大な事項

　・その他上記に準ずる事項

（２）前項の報告をした者に対し、当該報告をしたことを理由とした不利益な処遇は、一切行わない。

９．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制および監査等委員の職務の執行について生じる費用等の処理に
係る方針

（１）監査等委員は、重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会および常務会等の重要会議に出席する。

（２）監査等委員会は、稟議書等業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役等および使用人に説明を求めることとする。

（３）監査等委員会は、「監査等委員会規則」および「監査等委員会監査等基準」に基づく独立性と権限により、監査の実効性を確保するとともに、
内部監査室および会計監査人と連携を保ちながら自らの監査成果の達成を図る。

（４）監査等委員の職務の執行について生じる費用については、所定の手続きに従って当社が支払うものとする。

１０．財務報告の信頼性を確保するための体制

（１）当社グループの財務報告の作成にあたっては、一般に公正妥当と認められる企業会計の基準および財務報告を規制する法令に準拠した経
理規定を定める。

（２）代表取締役社長は、財務報告の信頼性を確保するための内部統制システムの整備状況および運用状況について自ら評価し、内部統制報告
書として結果報告を行うとともに、不備事項については適時に改善を実施する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社は、コンプライアンスへの重要な取り組みとして、暴力団等の反社会的勢力との関係遮断には毅然とした態度で臨む。またその旨を「当社の
企業倫理と行動基準」の中に定め、当社グループの取締役等および使用人への周知を徹底するとともに、顧客や取引先との契約に際しては、反
社会的勢力排除に関する条項を取引基本契約書等の中に規定してその排除に努める。さらに当社は、警察等関連機関を通じて不当要求等への
適切な対応方法や関連情報の収集を行い、事案の発生時には、同機関や顧問弁護士と緊密に連携して、速やかに対処できる体制を構築する。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（適時開示に関する当社の基本姿勢)

　当社は、上場企業として、適時適切な情報開示の重要性を認識し、適時開示事項に該当しうる情報の取扱いにつき、

　方針や内規として文書化した上で役職員に周知しております。

　具体的には、当社グループの指針である「当社の企業倫理と行動基準」にて、以下の様に定めております。

　“情報の発信：企業情報を適切・公正に開示し、顧客・取引先・株主など広く社会とのコミュニケーションを行う”

　

　また、情報開示に関する当社の方針であるディスクロージャーポリシーを定め、

　情報の開示基準や開示方法について、当社webサイトにて公開しております。

　　

　この他、「内部情報管理および内部者取引に関する規則」を内規として策定し、

　インサイダー情報の管理につき、役職員が遵守すべき事項等を規定しています。

　同規定にて、インサイダー取引の未然防止やインサイダー情報の上位者への吸い上げが図られるように定めております。

（適時開示に関する当社の業務遂行体制）

　当社における適時開示業務の実務は、企画・経理部が担当しております。

　また、原則として、経営管理担当の取締役が、情報取扱責任者となる事としております。

　情報取扱責任者は、取締役会の他、当社の業務執行機関である常務会および執行役員会に、原則として常時出席しています。

　これら会議体において審議・報告される事項が、適時開示規則にて開示すべき事項に該当するか否かを、

　情報取扱責任者と適時開示担当部門にて協議・確認しております。

　適時開示すべき事項に該当すると判断した場合には、原則として適時開示の内容を取締役会にて決定の上、

　適時開示担当部門より速やかに開示を行っております。




